
省エネルギー基準への適合率

16出典) 国土交通省資料



住宅の窓ガラスは急速に高断熱化が進んでいる

17出典) 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 第7回準備会合（2021年2月10日）前真之准教授資料
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/e_index.html



住宅の断熱性能 － 諸外国と日本の比較例

出典）水石仁「海外における省エネ規制・基準の動向～住宅・建築分野の省エネ・低炭素化に向けて～」グリーンビルディング推進フォーラム第13回月例セミナー（2018年2月16日）
https://www.ibec.or.jp/GBF/doc/sem_13th_17.pdf 18

外皮平均熱貫流率（住宅）

日本 2013
フロリダ 2010
イタリア 2011
カリフォルニア
2013
英国 2013
ドイツ 2013
デンマーク 2020
韓国 2013



参考）エネルギー基準適合義務化 諸外国の例

出典）平成２９年度省エネルギー政策立案のための調査事業（海外の住宅・建築物の省エネルギー規制等を踏まえた日本における制度のあり方に関する調査）報告書（2018年3月30日）
を基に構成員作成 https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000192.pdf
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国・地域 義務化年と段階的強化 対象範囲 審査体制 遵守状況

オランダ 1995年義務化以降，
継続的に基準強化。

新築・増改築されるすべ
ての住宅・建築物

自治体による建築許可と連動。
建築前に第三者による適合保証が行われる。
建築後の確認はサンプルチェック（デンハーグ市）

正確には不明。
専門家が適合を保証しており
100%と考えられている。

フランス 基準（熱規則）は1974
年に策定，その後改正
を重ね強化。

延床面積50㎡以上の新
築・建築物。既築改修も
対象（基準異なる）

自治体による建築許可と連動。
建築主が民間の専門家による適合証明書を自治
体に提出。申請時・建設中・建築後の確認等は
サンプルチェック

正確には不明。
80～100%程度か（現地ヒアリ
ングによる）

ドイツ 1977年に断熱性能基準
策定，以降段階的に基
準強化（1995年以降は
5～7年おき）。

新築住宅・建築物すべて
（原則），延床面積
10%以上の増改築（規
模により基準異なる）

自治体により異なる。
設計時に民間の第三者機関による書類審査
（戸建，二世帯住宅除く），建設時は自治体
によるサンプルチェック，完了時は民間の第三者機
関による全件調査。建築許可とは切り離した運用
（以上，ベルリン市）

100%（ベルリン市，専門家に
よる審査結果を信頼）
ただし，建築主自らが建設す
る戸建はエネルギー性能基準
計算が専門家に委託されない
ケースもあり。

米国カリフォルニア州 1975年義務化。3年に1
度改定。

戸建，二世帯住宅，庭
付アパート，3階建以下
の住宅の新築・増改築
4階建以上の建物の新
築・増改築

建築許可申請時に書面審査あり。建設中の現地
確認（自治体による），完了時に民間の第三
者機関が確認。
一部自治体ではエネルギー基準審査ツール（PC
プログラム）を利用し審査を効率化。

書面上は100%。ただし現地確
認で明確に確認されていない
ケースもあり。
設備改修の場合は遵守率低
い。

米国ニューヨーク州 1979年義務化。約3年
に1度改定。

3階建以下の住宅，工
場製造住宅，移動住宅，
集合住宅，すべての非
住宅建築物の新築・増
改築

自治体が建築許可の一環として審査。
審査にPCプログラムを利用，現地調査も実施
（オールバニ市）

住宅77%，建築物74%
（2016年以降の調査による）

米国バーモント州 住宅1997年，建築物
2006年義務化。約3年
ごとに更新。

戸建，二世帯住宅，3
階建以下の集合住宅等，
3階建以上の建築物等の
新築・増改築

省エネルギー基準適合審査は建築許可手続の中
で任意（実施する自治体もあり）

2017年2月までに遵守率90%
目標を立てていたが達成できて
いないとされている。

韓国
※ すべての新築・建築物で
断熱性能の義務化・段階
的強化あり

延床面積500㎡以上の
新築の住宅・建築物，
増改築面積が500㎡以
上の場合の増改築

自治体に省エネ計画書を提出，自治体は外部の
審査機関に審査を委託。計画書が妥当とされれ
ば建築許可。建設中は民間の専門家が確認，
完了時に結果を自治体に提出。

100%と認識されている（建設
許可時・完了時の確認があり，
関係者がきちんと職責を果たし
ていれば100%）



参考）韓国の住宅・建築物省エネルギー政策 近時の動向

参考文献）Kwag et al., “Analysis of the Effects of Strengthening Building Energy Policy on Multifamily Residential Buildings in South Korea”
Sustainability 2020, 12(9), 3566 https://doi.org/10.3390/su12093566 20

・ エネルギー性能基準適合義務化は、延床面積500㎡以上の住宅・建築物
ただし、断熱性能基準はすべての新築住宅・建築物での適合を義務化

・ 政府は2019年、新築を対象にゼロ・エネルギー消費ビル化計画（ロードマップ）を
発表

2020年～ 1,000㎡超の公共建築物
2025年～ 500㎡超の公共建築物，1,000㎡超の民間建築物

30世帯超の集合住宅
2030年～ 500㎡超の民間建築物

・ 上記の対象となる建築物は、一定以上のエネルギー性能基準及びゼロ・エネル
ギー・ビル基準（再生可能エネルギーの導入等による一定以上のエネルギー自立
化）への適合が義務化される。



ZEHの進捗状況

出典）経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー課「2030年目標とZEHの普及推進策」ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業調査発表会2020 
（2020年11月30日）資料 p.15
https://sii.or.jp/meti_zeh02/uploads/ZEH_conference_2020.pdf 21

課題：一般工務店の達成率は低い



ZEB（ZEBシリーズ）の定義

22
出典）「平成30年度ZEBロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」（2019年3月）p.19
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/pdf/1903_followup_summary.pdf



ZEBシリーズの定義

23出典）環境省 ZEB PORTAL：
http://www.env.go.jp/earth/zeb/detail/01.html



ZEBの進捗状況

24
出典）経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー課「2030年目標とZEBの普及推進策」ネット・ゼロ・エネルギー・ビル実証事業調査発表会2020  

（2020年11月27日）資料 p.13
https://sii.or.jp/zeb02/uploads/ZEB_conference_2020_03.pdf



ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビルディング）ロードマップ

出典）「ZEB ロードマップフォローアップ委員会とりまとめ」（2018年5月）p.23
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/pdf/1805_followup_summary.pdf 25



ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）ロードマップ

出典）経済産業省資源エネルギー庁省エネルギー課「2030年目標とZEHの普及推進策」ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス支援事業調査発表会2020 
（2020年11月30日）p.7
https://sii.or.jp/meti_zeh02/uploads/ZEH_conference_2020.pdf 26



太陽光発電の設置義務化

・ ドイツ テュービンゲン市（2018年～）
新築建物に，太陽光発電システムの設置義務化

・ 米国 ニューヨーク市（2019年～）
新築・大規模屋根修繕中の建物に，太陽光パネルの設置又は緑化を義務化

・ 米国 カリフォルニア州（2020年～）
新築の3階建以下の住宅に，太陽光発電システムの導入を義務化

27

出典）California Energy Commission, “Blueprint” 
Issue 126 (April-June 2019), p.2の図に構成員一部加筆
https://www.energy.ca.gov/sites/default/files/2019-
10/Blueprint_through_September_2019.pdf



既存住宅の対策の必要性

28出典) 再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 第7回準備会合（2021年2月10日）前真之准教授資料
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/e_index.html



省エネ規準からネット・ゼロ・エネルギー基準へ（新築）
ネット・ゼロ・エネルギービルの省エネ基準を2020～30年頃までに達成
段階的・継続的に基準を強化

国・地域 建築物エネルギー基準等、最近の動き

ドイツ
エネルギー保全法（2016年施行）新築ビルは一次エネルギー消費を
25％削減することを義務付け、2018法で20％の断熱強化
1975年以来の断熱強化政策で、75％省エネを達成

カナダ 2030年までにnet-zero energy ready buildingを目標に基準を段階
的に強化するとして、2017基準は、2011基準より10％省エネ

加・ブリティッシュ・コロンビア州 2032年までにnet-zero energy ready buildingを義務付け

米・カリフォルニア州
2018年5月、カリフォルニアゼロ・ネットエネルギーコードの導入
2016年基準より53%(住宅)、30%(非住宅）省エネ
2020年から、新築住宅に太陽光発電システム導入義務

米・ニューヨーク市
最新の全米モデルコードの改定を取り入れて建築物のエネルギー効率、サス
ティナビリティの向上を義務化
モデルコードは3年ごとに改訂

建築物のエネルギー基準、最近の動き（新築）

海外ーネット・ゼロ・エネルギー基準へ

出典）公益財団法人自然エネルギー財団「脱炭素社会へのエネルギー戦略の提案 2050 年 CO2排出ゼロの日本へ」（2019年4月）表2-7
https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_LongTermEmissionReductionStrategyProposal_v2_JP.pdf 29



海外の例ー既存建物改修の強化

既存の住宅・建築物の省エネ改修を促進
EUは既存建物のニアリー・ネット・ゼロ・エネルギービルへ改修促進策導入、各国は
2020年までに立法化
例）仏では改修時のエネルギー性能強化義務、テナントビルへのエネルギー消費量削減義務など
その他、都市・自治体で対策が進む

カテゴリ 建築物エネルギー政策 都市・地域

エネルギー改修の
義務化

 省エネ改修、アップグレード義務 バンクーバー
 チューニング義務、レトロ・コミッショニング NYC、シアトル
 冷凍機の性能基準適合義務 シンガポール

エネルギー基準の
強化

 建築物エネルギーコードの既存建物への適用 NYCなど
 エネルギー基準の強化（パッシブハウス基準） ブラッセル

エネルギー性能の
見える化

 ベンチマーク制度 NYCなど
 エネルギー性能ラベリング／性能証書、グリーンビル格付け シンガポール、EUなど
 エネルギー性能に関する報告制度 東京都
 見える化の強化、オープンデータ、ビジュアライゼーション NYCなど

エネルギー監査、
省エネ診断

 エネルギー監査義務 シンガポール、サンフランシスコ
 省エネ診断の提供 東京都

カーボンプライシング  キャップ＆トレード制度 東京都

都市・自治体が進める既存建築物対策

出典）公益財団法人自然エネルギー財団「脱炭素社会へのエネルギー戦略の提案 2050 年 CO2排出ゼロの日本へ」（2019年4月）表2-9
https://www.renewable-ei.org/pdfdownload/activities/REI_LongTermEmissionReductionStrategyProposal_v2_JP.pdf 30



建築物のエネルギー性能に関するEUの政策

EPBD (Energy Performance of Building Directive)
2002 年制定，2010年・2016年に改正・強化

・ エネルギー性能の算定方法を統一
（外皮性能や設備性能，再エネなどを考慮した計算方法）

・ 新築建物・大規模改修に対する最小エネルギー性能基準（ Minimum Energy Performance 

Standards, MEPS）の設定，5年以下の頻度で見直し
（費用の最適水準の計算方法の策定も必要）

・ 2020年末までにすべての新築建物をニアリー・ゼロ・エネルギー・ビルに
ー 公共建築物は2018年末まで

・ エネルギー性能証書制度の確立，建設、売買、賃貸時の発行・提供
ー 一定規模以上の公共的建物に表示義務

出典）株式会社三菱総合研究所「平成29年度省エネルギー政策立案のための調査事業（海外の住宅・建築物の省エネルギー規制等を踏まえた日
本における制度にあり方に関する調査）報告書」（2018年3月）等を基に構成員作成
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/H29FY/000192.pdf
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